
 
 
 
 

法制度上の支援措置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



01.  都市再生特別措置法に基づく都市再生安全確保計画制度 

02.  総合特別区域法に基づく総合特別区域制度 

03.  構造改革特別区域法に基づく構造改革特別区域制度（新たな規 

制の特例措置の提案及び構造改革特別区域計画の認定）  

04.  地域再生法に基づく地域再生制度（地域再生法に基づく補助対  

象財産の転用承認手続きの特例） 

05.  中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画の認定 

制度 

06.  地域力創造のための起業者定住促進モデル事業 

07.  公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成 22 

年法律第 36 号） 

08.  中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関す 

る法律（農商工等連携促進法）に基づく農商工等連携事業計画 

の認定 

09.  中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関す 

る法律（地域資源法）に基づく地域産業資源活用事業計画の認定 

 
 
 
 



10.  中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（新事業活動促   

 進法）に基づく異分野連携新事業分野開拓計画の認定 

11.  地域商店街活性化法に基づく商店街活性化事業計画の認定制度 

12.  地域商店街活性化法に基づく商店街活性化支援事業計画の認定 

制度 

 
 
 
 
 



内閣官房 TEL：  03-5510-2171

地域活性化統合事務局 FAX： 03-3591-1972

URL：

法制度上の支援措置１

施 策 名

根拠条項 都市再生特別措置法第１９条の１３

都市再生特別措置法に基づく都市再生安全確保計画制度
区分（新規・継続・変更）

継続

支援要件

都市再生安全確保計画の記載事項は以下のとおり。

○滞在者等の安全の確保に関する基本的な方針
○都市再生安全確保施設の整備に関する事業並びにその実施主体及び実施期間に関する事項
○都市再生安全確保施設の適切な管理のために必要な事項
○その他の滞在者等の安全の確保を図るために必要な事業及びその実施主体に関する事項
○滞在者等の安全の確保を図るために必要な事務及びその実施主体に関する事項
○その他滞在者等の安全の確保を図るために必要な事項

支援内容

都市再生安全確保計画の作成・公表された場合の支援措置は以下のとおり.

・計画に基づく建築確認、耐震改修計画の認定等の手続きを一本化
・計画に記載された備蓄倉庫の部分を容積率不算入
・都市公園に備蓄倉庫等を設置する際の占用許可手続を迅速化
・計画に記載された事業実施への予算支援

概　　要

大規模災害が発生した場合の主要駅周辺等の地域における滞在者等の安全確保を図るため、都
市再生緊急整備地域において、官民から構成される都市再生緊急整備協会（以下「協議会」と
いう。）が、退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の整備・管理や退避経路への誘導、災害情報・
運転再開見込等の交通情報の提供、備蓄倉庫の提供、避難訓練等について定めた都市再生安全
確保計画を作成することができ、都市再生安全確保計画に記載された事業等については、予
算、規制緩和等の支援を受けることができる。

対 象 者 地方公共団体等

連絡先
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

‐

備　考



TEL： 03-5510-2462

内閣府 FAX： 03-3591-1973

　　地域活性化推進室 URL：

法制度上の支援措置２

施 策 名

根拠条項 総合特別区域法

総合特別区域法に基づく総合特別区域制度
区分（新規・継続・変更）

継続

支援要件

地域の取組主体による「地域協議会」における協議等を踏まえ、総合特別区域の指定申請及び
新たな規制の特例措置等に関する提案を行う。総合特別区域として指定された場合、国と地方
の協議会における協議等を踏まえ、規制の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置が講じら
れることとなる。

支援内容

規制の特例措置については、指定申請に併せて行われた地域からの提案に基づき、法に基づい
て、関係省庁と地域の主体を構成員として設置される国と地方の協議会において協議を行う。
その結果、協議の調ったものについては、新たな規制の特例措置として整備され、具体化した
規制の特例措置等について、国際戦略総合特別区域計画又は地域活性化総合特別区域計画とし
て、具体事項を定めた計画を認定し、各種施策を集中実施することとなる。

概　　要

総合特別区域制度は、地域がめざす政策課題の解決の基本的方向性を国と地域とで共有できる
ものについて総合特別区域（総合特区）として指定する。その上で、当該区域における取組の
考え方について、国際戦略総合特区にあっては国際競争力強化方針、地域活性化総合特区に
あっては地域活性化方針としてそれぞれ定めた上で、必要となる規制の特例措置等の在り方に
ついて、国と地方の協議会を通じ、関係省庁からの代替案の提示も含め、国と地域の協働プロ
ジェクトとして進める。具体化した規制の特例措置等について、国際戦略総合特別区域計画又
は地域活性化総合特別区域計画として、具体事項を定めた計画を認定し、各種施策を集中実施
するもの。

対 象 者 地方公共団体、民間企業、NPO等による官民共同の協議会

連絡先
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

①地方公共団体、実施主体等により構成される地域協議会の協議を経て、地方公共団体が総合
　特別区域指定を申請。
②総合特別区域推進本部（本部長：内閣総理大臣）の意見を聴いて、内閣総理大臣が指定。
③国と地方の協議会で、新たな規制・制度の特例措置や税制・財政・金融上の支援措置等を協
　議。
④地方公共団体が総合特別区域計画を作成し、内閣総理大臣が認定。

備　考
平成25年８月末までに予定している総合特別区域の第四次指定以降は、当面の指定は見合わせ
るものとしている。



内閣府 TEL： 03-5510-2467

地域活性化推進室 FAX： 03-3591-1973

URL：

法制度上の支援措置３

施 策 名

根拠条項 構造改革特別区域法第3条第3項及び第4条第1項

構造改革特別区域法に基づく構造改革特別区域制度
（新たな規制の特例措置の提案及び構造改革特別区域計画の認定）

区分（新規・継続・変更）

継続

支援要件

構造改革特別区域計画の記載事項は以下のとおり。
○　構造改革特別区域計画の作成主体の名称
○　構造改革特別区域の名称、範囲、特性、意義・目標
○　構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果
○　特定事業の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

支援内容

構造改革特別区域計画で実施できる特定事業は、構造改革特別区域基本方針の別表1に記載されてい
る特例措置のとおり。

＜特例措置の例＞
○　特定農業者による特定酒類の製造事業【特定事業番号707(708)】
　農家民宿等を営む農業者が、自ら生産した米等又は果実を原料とした濁酒(「どぶろく」)
　又は果実酒を製造するため、濁酒又は果実酒の製造免許を申請した場合には、一定の要件
　の下、最低製造数量基準(現行6キロリットル)を適用しない。

○　特産酒類の製造事業【特定事業番号709】
　地域の特産物を原料とした果実酒又はリキュールを製造しようとする者が、果実酒又は
　リキュールの製造免許を申請した場合には、一定要件の下、最低製造数量基準(現行6キロ
　リットル)を果実酒については2キロリットルに、リキュールについては１キロリットルに
　引き下げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

概　　要

○　新たな規制の特例措置の提案
　新たな規制の特例措置の提案を民間事業者や地方公共団体、個人など、広く国民から募集
　し、関係府省庁と調整を行った上で、規制の特例措置の実現を目指す。

○　構造改革特別区域計画の認定
　地方公共団体が作成した構造改革特別区域計画に対し、国が認定を行うことにより、当該
　地域の特性に応じた規制の特例措置を活用することができ、地域の活性化が図られる。

対 象 者
○　新たな規制の特例措置の提案・・・地方公共団体、民間事業者、個人　　等

○　構造改革特別区域計画の認定・・・地方公共団体

連絡先
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○ 10月・翌3月頃　規制の特例措置の提案募集
○ 翌3月・翌8月頃　規制の特例措置の追加について政府の対応方針決定
○ 5月・9月・翌1月頃　地方公共団体より、構造改革特別区域計画の認定申請
○ 7月・11月・翌3月頃　内閣府が、構造改革特別区域計画を認定

備　考



内閣府 TEL： 03-5510-2475

地域活性化推進室 FAX： 03-3591-1974

URL：
連絡先

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○５月・９月・翌１月頃　地方公共団体が、内閣府に対して地域再生計画の認定申請
○７月・１１月・翌３月頃　内閣府が、地域再生計画を認定

備　考

支援要件

地域再生計画及び添付書類の記載にあたって留意すべき事項は以下のとおり。
○補助対象施設の現状
○転用の必要性
○転用の相手方
○転用の形態（譲渡・貸与の別、有償・無償の別）
○転用後の施設の目的

支援内容

○補助対象施設の有効活用
　補助対象財産を有効に活用した地域再生を支援するため、社会経済情勢の変化等に伴い、需
要の著しく減少している補助対　象財産の転用を弾力的に認めるとともに、手続きを簡素合理
化（地域再生計画の認定を受けたことをもって、補助金等適正化法第22条に規定する各省庁の
長の承認を受けたものとして取り扱い、転用を認める。用途や譲渡先について差別的な取り扱
いをしないこと及び国庫納付を求めないこととする）

概　　要
補助対象財産を有効に活用した地域再生を支援するため、社会経済情勢の変化等に伴い、需要
の著しく減少している補助対象財産の転用を弾力的に認めるとともに、手続きを簡素合理化す
る。

対 象 者
○地域再生計画の認定：　地方公共団体、複数の地方公共団体の合同、地方公共団体と地域再

生計画に係る事業を実施しようとする実施主体（地方公共団体を除く）の共同

法制度上の支援措置４

施 策 名

根拠条項 地域再生法第１８条

地域再生法に基づく地域再生制度
（地域再生法に基づく補助対象財産の転用承認手続きの特例）

区分（新規・継続・変更）

継続



内閣府 TEL： 03-5510-2338

地域活性化推進室 FAX： 03-3591-8801

URL：
連絡先

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/index.html

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○　随　 時　地方公共団体(市町村)と内閣府との事前相談の実施
○　随　 時　地方公共団体(市町村)より、中心市街地活性化基本計画の認定申請
○　随　 時　内閣総理大臣により、中心市街地活性化基本計画の認定
○　4月以降　地方公共団体・民間事業者等の実施主体より、関係省庁に交付申請
○　4月以降　関係省庁より、地方公共団体・民間事業者等の実施主体に交付

備　考 申請受付は随時実施。平成28年8月22日までに法律の見直し。

支援要件

中心市街地活性化基本計画の記載事項は以下のとおり。

○ 中心市街地活性化に関する基本的な方針
○ 中心市街地の位置及び区域
○ 中心市街地の活性化の目標(定量的な数値目標)
○ 計画期間(概ね5年以内)
○ 中心市街地活性化のための事業
○ フォローアップの実施時期
○ 地域の推進体制　　　　　　　　　　　　等

支援内容

中心市街地活性化基本計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。

○「社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）」の交付率(40%→45%)及び
　提案事業枠(1割→2割)の拡大
○「社会資本整備総合交付金（暮らし・にぎわい再生事業）」による都市機能のまちなか
　立地、空きビル再生等の支援
○「中心市街地共同住宅供給事業」による優良な共同住宅の供給の支援
○「街なか居住再生ファンド」による街なか居住再生に資する住宅等の整備事業等の支援
○「中心市街地魅力発掘・創造支援事業」による商業施設等の整備、活性化に
　つながるソフト事業等の支援
○「大規模小売店舗立地法」の特例による中心市街地への大規模小売店舗の立地を促進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

根拠条項 中心市街地活性化法第9条第1項

概　　要
地域経済の中核を担う中心市街地において、都市機能の増進及び経済活力の増進を総合的か
つ一体的に推進するため、市町村が作成した中心市街地活性化基本計画に対し、国が認定を
行うことにより、地域の主体的な取組を集中的に支援。

対 象 者 地方公共団体（市町村）

法制度上の支援措置５

施 策 名 中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画の認定制度
区分（新規・継続・変更）

継続



総務省 TEL： 03－5253－5392

地域力創造グループ FAX： 03－5253－5537

地域自立応援課 URL：
連絡先

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/modeljigyo.html

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

上記１．については、
　① 派遣希望市町村の募集。
　② 総務省による書類選考、応募市町村に対するヒアリングの実施。
　③ 総務省による派遣対象市町村・外部専門家の選考・個別協議。
　④ 派遣対象市町村・外部専門家の決定。
　⑤ 派遣対象市町村と外部専門家の協議による年間事業計画の作成。
　⑥ 市町村における事業の実施。
　⑦ 市町村が、支援対象となる経費の実績額を事務局（請負業者）へ報告。
　⑧ 事務局（請負業者）は、報告された実績額を市町村へ支払う。

備　考 －

支援要件

上記１．については、
外部専門家の活用により地域の活性化に資する事業を対象事業とする。
○派遣市町村選定の条件は、以下の３点を満たすもので、他の市町村のモデルとなる取組。
　①外部専門家の現地指導が10日以上計画されていること
　②全庁的に支援・推進できる体制を構築すること
　③取組成果発表等の情報共有についての当省からの要請に応ずることができること
○優先される取組は、以下のとおり。
　①地域おこし協力隊員との協働を考慮するもの
　②住民・地域団体・行政等幅広い横断的な取組を目標とするもの
　③人口の社会増の効果が高いもの

支援内容

上記１．については、
　○事業期間は単年度とする。
　○外部専門家派遣に係る旅費、謝金等のほか資料作成費や会議費など、外部専門家活用に
   係る経費で適正と認められるものについて、以下の限度額内において支出。
  　・財政力指数が全国市町村平均以下の市町村　　上限額　各５００万円
　　・財政力指数が全国市町村平均を超える市町村　上限額　各２５０万円
　　　　財政力指数全国市町村平均（平成21～23年度平均）＝０．５１

対 象 者 市町村

１．外部専門家活用事業
　 市町村に対して、それぞれの課題解決に適した外部専門家を派遣するなどにより、当該
 市町村のモデル的取組を支援することを通じ、外部専門家を活用するにあたってのノウハ
 ウの調査・分析を行い、他市町村への普及を図る。
２．外部専門家紹介事業
　 地域独自の魅力や価値の向上の取組を支援する民間専門家や先進市町村で活躍している
 職員を紹介し、地域活性化に必要な外部専門家の活用を支援。
 ○地域人材ネットの運営
   地域活性化に取り組む民間専門家や先進市町村で活躍している職員等の外部専門家を
   データベースに登録し、総務省ホームページに公表する。
 （総務省「地域人材ネット」http://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/index.html）
 ○地域力創造セミナーの開催
  「地域人材ネット」登録者が講師となり、活力ある地域づくりや課題解決に取り組む
  各地方公共団体のノウハウ蓄積、人材育成等を支援するとともに、参加者同士の
  ネットワーク構築の場を提供するために実施。

概　　要

法制度上の支援措置６

施 策 名

根拠条項 －

地域力創造のための起業者定住促進モデル事業
区分（新規・継続・変更）

継続



農林水産省（林野庁） TEL：03-6744-2626

林政部 FAX：03-3502-0305

　　　木材利用課 URL：http://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/koukyou/

概　　要

　公共建築物等に適した木材を円滑に供給していくため、木材製造業者は施設整備等の木材製
造高度化計画を策定し、農林水産大臣の認定を受けることが可能。その高度化計画に従って行
う取組に対し林業・木材産業改善資金の償還期間を延長する等、設備投資に対する事業者負担
を軽減。
　また、公共建築物の整備の用に供する木材生産に関する試験研究を行う場合、国有試験研究
施設の使用において減額措置を行うことにより、事業者の経営上の負担を軽減し、木材に係る
技術開発を促進。

対 象 者 木材製造業者等

法制度上の支援措置７

施 策 名

根拠条項

○　公共建築物等木材利用促進法第10条（木材製造高度化計画の認定）
○　公共建築物等木材利用促進法第12条（林業・木材産業改善資金助成法の特例）
○　公共建築物等木材利用促進法第13条（森林法の特例）
○　公共建築物等木材利用促進法第14条（国有施設の使用）

○　木材製造高度化計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。
　１．林業・木材産業改善資金助成法に基づく林業・木材産業改善資金について、償還期間
　　　を10年から12年に延長。
　２．施設整備において森林における開発行為を行う場合、高度化計画の認定をもって林地
　　　開発の許可があったものとみなし、事務手続の負担を軽減。
○　国有試験研究施設を使用する場合の減額措置は以下のとおり。
　公共建築物の整備を目的とする木造施設の火災実験等、公共性の高い実験を行う場合に限定
し、国有の試験研究施設（消防庁消防大学校試験研究施設）の使用を時価からその５割以内を
減額した対価で使用可能。

区分（新規・継続・変更）

継続

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律
（平成22年法律第36号）

支援内容

連絡先

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○　随　時　木材製造業者と都道府県との事前相談の実施
○　随　時　木材製造業者より、木材製造高度化計画の認定申請
○　随　時　農林水産大臣により、木材製造高度化計画の認定通知等
○　随　時　国有試験研究施設の減額使用認定の申請
○　随　時　農林水産大臣により、認定書を交付

備　考

支援要件

○　木材製造高度化計画の認定申請の記載事項は以下のとおり。
　１．木材製造の高度化の目標
　２．木材製造の高度化の内容
　３．木材製造の高度化の実施期間
　４．公共建築物の整備の用に供する木材の製造の用に供する施設の種類及び規模
　５．当該施設の位置、配置及び構造
　６．木材製造の高度化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法
　７．その他木材製造の高度化を実施するための重要事項
○　国有試験施設の使用申請の記載事項は以下のとおり。
　１．公共建築物の整備の用に供する木材の生産に関する試験研究の概要
　２．国有の試験研究施設を使用して試験研究を行うことが当該試験研究を促進するため特
　　　に必要である理由



経済産業省　中小企業庁 TEL： 03-3501-1767

新事業促進課 FAX： 03-3501-7055

URL：

法制度上の支援措置８

施 策 名
中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関
する法律（農商工等連携促進法）に基づく農商工等連携事業
計画の認定

区分（新規・継続・変更）

継続

根拠条項 農商工等連携促進法第４条

概　　要
 中小企業者と農林漁業者が有機的に連携し、互いの経営資源（技術・販路等）を活用し、
新事業活動（新商品・新サービスの開発等）を行うことにより、需要の開拓を図る。

対 象 者 中小企業者等

備　考

連絡先
http://www.chusho.meti.go.jp/

支援要件

農商工等連携事業計画の記載事項は以下のとおり。

○中小企業者と農林漁業者が有機的に連携して実施する事業であること
○それぞれの経営資源を有効に活用すること
○新商品若しくは新役務の開発、生産・提供又は需要の開拓を行うものであること
○中小企業の経営の向上かつ農林漁業者の農林漁業経営の改善が実現すること        等

支援内容

農商工等連携事業計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。

○試作品開発等に対する補助金(補助率：2／3、上限：3000万円/計画)
○政府系金融機関による低利融資
○中小企業信用保険法の特例
○小規模企業者等設備導入資金助成法の特例
○食品流通構造改善促進機構の債務保証
○独立行政法人中小企業基盤整備機構の専門家によるアドバイス支援　　等

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

支援を受ける手順は、以下のとおり。

１．中小企業は経済産業局や独立行政法人中小企業基盤整備機構等に事前相談
２．中小企業は異分野連携新事業分野開拓計画を策定し、経済産業局長へ認定申請
３．経済産業局は、申請された計画について、外部有識者等による評価委員会で審査後、
　　経済産業局長が計画を認定



経済産業省　中小企業庁 TEL： 03-3501-1767

新事業促進課 FAX： 03-3501-7055

URL：

法制度上の支援措置９

施 策 名
中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関す
る法律（地域資源法）に基づく地域産業資源活用事業計画の認

定

区分（新規・継続・変更）

継続

根拠条項 地域産業資源活用促進法第６条

概　　要
　中小企業が地域産業資源（鉱工業品、農林水産物、観光資源等）を活用し、新事業活動（新
商品・新サービスの開発等）を行うことにより、需要の開拓を図る。

対 象 者 中小企業者等

備　考

連絡先
http://www.chusho.meti.go.jp/

支援要件

地域産業資源活用事業計画の記載事項は以下のとおり。

○都道府県が指定する地域資源を活用した事業であること
○新規性のある事業であること
○域外への新たな需要が相当程度（５年間で総売上高の５％以上）の開拓が見込まれること
等

支援内容

地域産業資源活用事業計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。

○試作品開発等に対する補助金(補助率：2／3、上限：3000万円/計画)
○政府系金融機関による低利融資
○中小企業信用保険法の特例
○投資育成株式会社法に係る特例
○独立行政法人中小企業基盤整備機構の専門家によるアドバイス支援　　等

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

支援を受ける手順は、以下のとおり。

１．中小企業は経済産業局や独立行政法人中小企業基盤整備機構等に事前相談
２．中小企業は異分野連携新事業分野開拓計画を策定し、経済産業局長へ認定申請
３．経済産業局は、申請された計画について、外部有識者等による評価委員会で審査後、経済
　　産業局長が計画を認定



経済産業省　中小企業庁 TEL： 03-3501-1767

新事業促進課 FAX： 03-3501-7055

URL：

法制度上の支援措置１０

施 策 名
中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（新事業活動促
進法）に基づく異分野連携新事業分野開拓計画の認定

区分（新規・継続・変更）

継続

根拠条項 新事業活動促進法第１１条

概　　要
　異分野の中小企業が連携し、互いに経営資源(技術､販路等)を活用して、新事業活動（新商
品・新サービスの開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図る。

対 象 者 中小企業者等

備　考

連絡先
http://www.chusho.meti.go.jp/

支援要件

異分野連携新事業分野開拓計画の記載事項は以下のとおり。

○異分野の中小企業者が２者以上集まっていること
○新規性のある商品・サービスの開発等を行うこと
○相当程度の需要を開拓すること
○新連携事業において一定の利益をあげること　　　　等

支援内容

異分野連携新事業分野開拓計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。

○試作品開発等に対する補助金(補助率：2／3、上限：3000万円/計画)
○政府系金融機関による低利融資
○中小企業信用保険法の特例
○特許料減免措置
○投資育成株式会社法に係る特例
○独立行政法人中小企業基盤整備機構の専門家によるアドバイス支援　　等

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

支援を受ける手順は、以下のとおり。

１．中小企業は経済産業局や独立行政法人中小企業基盤整備機構等に事前相談
２．中小企業は異分野連携新事業分野開拓計画を策定し、経済産業局長へ認定申請
３．経済産業局は、申請された計画について、外部有識者等による評価委員会で審査後、経済
　　産業局長が計画を認定



経済産業省　(中小企業庁) TEL： 03-3501-1929

　 経営支援部　商業課 FAX： 03-3501-7809

URL：
連絡先

http://www.chusho.meti.go.jp/

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○必要に応じ、商店街振興組合等から経済産業局に事前相談。
○商店街振興組合等が商店街活性化事業計画を策定し、経済産業局長へ認定申請。
○経済産業局は、申請された商店街活性化事業計画について、都道府県・市町村の意見を聴
　取。
○経済産業局において、外部有識者による評価委員会の評価の後、経済産業局長が商店街活
　性化事業計画を認定。

備　考
○申請受付は随時実施。
○地域商店街活性化法の正式名称は、商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業
　活動の促進に関する法律。

支援要件

商店街活性化事業計画の記載事項は以下のとおり。
○商店街活性化事業の目標
○商店街活性化事業の内容及び実施期間
　・事業実施期間（概ね3年間～5年間）
　・商店街活性化事業の実施地域
　・地域住民のニーズ
　・実施計画の内容及びその効果（定量的な数値目標）
○商店街活性化事業を行うのに必要な資金の額及びその調達方法　　　　　　等

支援内容

商店街活性化事業計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。
○中小商業活力向上補助事業における補助率の引き上げ（最大1/2→2/3）
○小規模企業者が認定計画の下で事業を行う場合に必要となる設備資金の無利子貸付の割
　合・限度額の引き上げ（最大貸付割合の1/2・限度額4,000万円→2/3・限度額6,000万円）
○信用保証の特例普通保険、無担保保険、特別小口保険に同額の保証限度額の別枠化
○認定を受けた事業に供される土地等を譲渡した場合、その譲渡所得から1,500万円を上限
　とした所得控除
○事業費の8割を限度に都道府県・市町村による高度化融資
○（株）日本政策金融公庫による低利子融資による地域内の中小小売商業者等への事業資金
　の貸付け

対 象 者 商店街振興組合等（商店街振興組合、商店街振興組合連合会、事業協同組合等）

法制度上の支援措置１１

施 策 名 地域商店街活性化法に基づく商店街活性化事業計画の認定制度
区分（新規・継続・変更）

継続

根拠条項 地域商店街活性化法第4条第1項

概　　要

商店街が我が国経済の活力の維持及び強化並びに国民生活の向上にとって重要な役割を果た
していることにかんがみ、中小小売商業及び中小サービス業の振興並びに地域住民の生活の
向上及び交流の促進に寄与してきた商店街の活力が低下していることを踏まえ、商店街への
来訪者の増加を通じた中小小売商業者又は中小サービス業者の事業機会の増大を図るために
商店街振興組合等が行う地域住民の需要に応じた事業活動について、経済産業大臣によるそ
の計画の認定、当該認定を受けた計画に基づく事業に対する特別の措置等について定めるこ
とにより、商店街の活性化を図る。



経済産業省　(中小企業庁) TEL： 03-3501-1929

　 経営支援部　商業課 FAX： 03-3501-7809

URL：

備　考
○申請受付は随時実施。
○地域商店街活性化法の正式名称は、商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業
　活動の促進に関する法律。

連絡先
http://www.chusho.meti.go.jp/

支援要件

商店街活性化支援事業計画の記載事項は以下のとおり。
○商店街活性化支援事業の目標
○商店街活性化支援事業の内容及び実施期間
　・事業実施期間（概ね3年間～5年間）
　・商店街活性化支援事業の実施地域
　・実施計画の内容及びその効果（定量的な数値目標）
○商店街活性化支援事業を行うのに必要な資金の額及びその調達方法　　　　　　等

支援内容

商店街活性化支援事業計画が認定された場合の支援措置は以下のとおり。
○中小商業活力向上補助事業にかかる補助率の引き上げ（最大1/2→2/3）
○信用保証の特例普通保険、無担保保険、特別小口保険に同額の保証限度額の別枠化
○事業費の8割を限度に都道府県・市町村による高度化融資
○（株）日本政策金融公庫による低利子融資による地域内の中小小売商業者等への事業資金
　の貸付け

支援手続
スケジュール
(予定でも可)

○必要に応じ、一般社団法人等から経済産業局に事前相談。
○一般社団法人等が、商店街活性化支援事業計画を策定し、経済産業局長へ認定申請。
○経済産業局において、外部有識者による評価委員会の評価の後、経済産業局長が商店街活
　性化支援事業計画の認定。

根拠条項 地域商店街活性化法第6条第1項

概　　要
商店街振興組合等に対して行う商店街活性化事業計画の作成に必要な情報の提供及びこれと
併せて行う商店街振興組合等の組合員又は所属員に対する研修、商店街活性化事業の実施に
ついての指導・助言その他の商店街活性化事業の円滑な実施を支援。

対 象 者
一般社団法人等（一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動促進法第2条第2項に規定す
る特定非営利活動法人のうち、中小企業要件等の条件を満たすもの）

法制度上の支援措置１２

施 策 名 地域商店街活性化法に基づく商店街活性化支援事業計画の認定制度
区分（新規・継続・変更）

継続


	鑑
	01.都市再生特別措置法に基づく都市再生安全確保計画制度
	02.総合特別区域法に基づく総合特別区域制度
	03.構造改革特別区域法に基づく構造改革特別区域制度
	04.地域再生法に基づく地域再生制度
	05.中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画の認定制度
	06.地域力創造のための起業者定住促進モデル事業
	07.公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22年法律第36号）
	08.中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（農商工等連携促進法）に基づく農商工等連携事業計画の認定
	09.中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律（地域資源法）に基づく地域産業資源活用事業計画の認定
	10.中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（新事業活動促進法）に基づく異分野連携新事業分野開拓計画の認定
	11.地域商店街活性化法に基づく商店街活性化事業計画の認定制度
	12.地域商店街活性化法に基づく商店街活性化支援事業計画の認定制度

